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〈本市の現状〉
■人口減少や少子化・高齢化の更なる進展
⇒限られた経営資源を効率的に、多様化・複雑化する市民ニーズ
に対応した質の高い公共サービスに集中させることが求められる。

■「彦根市公共施設等総合管理計画」において、民間の資金やノウ
ハウを活用した更新等の積極的な検討を掲げる。
⇒公共建築物や都市インフラの整備・維持管理、公有地活用等の
幅広い領域において、前例や既存の手法にとらわれない手法の選
択が重要である。

〈策定の目的〉
■国の動向も踏まえ、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を優先的に検討す
るための、基本的な考え方や手順等を整理するため、本方針を策
定する。

〈国の動向〉
■人口10万人以上の地方公共団体へ、公共施設等の整備等に当たっ
ては、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入について従来型の手法に優先し
て検討するための基準等を令和５年度末までに策定するよう要請。

〈PPP （Public Private Partnership ）〉
■公共と民間が連携・協働し、互いの強みを生かすことによって最
適な公共サービスの提供や望ましいまちづくりを行うための手法
であり、活用により地域の価値や住民満足の最大化を図ることを
目的とする。

〈PFI （Private Finance Initiative）〉
■ＰＰＰの一類型であり、ＰＦＩ法(民間資金等の活用による公共施
設等の整備等の促進に関する法律)に基づき、公共施設等の建設、
維持管理、運営等を民間の資金、経営能力および技術的能力を活
用して行う手法。

〈優先的検討の対象事業〉
① 事業費の総額が10億円以上の公共施設整備事業(建設、製造または
改修を含むもの)

② 単年度の事業費が１億円以上の公共施設整備事業(運営等のみを行
うもの)
※なお、本市または他自治体実績があり民間事業者の参入が期待でき
るものも対象とすることができる。
事業の目的や方向性を整理し、外部(国等)の支援を活用しながら、官
民対話を通じて、定性評価と定量評価を行う(簡易な検討)。
総合評価として「多様な効果」を把握し、評価結果を踏まえて
ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入に向けた検討を行う(詳細な検討)。

〈優先的検討の対象財産〉
① 公共施設等の統廃合などにより、行政利用が見込まれなくなっ
た財産

② 民間活用に支障がない財産
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市民文化系施設、社会教育系施設、スポーツ・
レクリエーション系施設、学校教育系施設、子
育て支援施設、保健・福祉施設、庁舎等行政系
施設、公営住宅、供給処理施設、医療施設など

公園施設、上下水道施設など

公共施
設等

公共建築物

都市基盤施設

文化財施設

未利用の土地・建物（※公共施設の統廃合に伴う土地を含む）

〈優先的検討対象の事業分野〉


